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（３）取組の目標（KPI） 事業実施者名

◯漁業所得10%以上向上の例　（※③漁労支出の内訳を明確に区分できない場合は、目安となる割合を示すこと。）

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 備考

（7年度） （8年度） （9年度） （10年度） （11年度）

① 漁業所得（②－③） 0 万円 0 0 0 0 0

    向上割合（対基準年） 100% 100% 100% 100% 100%

② 漁労収入 万円

③ 漁労支出 0 万円 0 0 0 0 0

　 雇用労賃 万円

　 漁船・漁具費 万円

　 油費 万円

　 その他 万円

④ 漁労外事業所得（その他の所得） 万円 ― ― ― ― ―

＜注意事項＞

◯償却前利益10%以上向上の例　（※下記、決算期を記載すること。）

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 備考

（7年度） （8年度） （9年度） （10年度） （11年度）

① 償却前利益（※１） 0 万円 0 0 0 0 0

    向上割合（対基準年） 100% 100% 100% 100% 100%

② 漁労収入 万円

③ 漁労支出 0 万円 0 0 0 0 0

　 雇用労賃 万円

　 漁船・漁具費 万円

　 油費 万円

　 販売手数料 万円

　 その他の漁労支出 万円

　 減価償却費 万円

④ 漁労利益（②－③） 0 万円 0 0 0 0 0

⑤ 漁労外利益（その他の利益）(※３) 万円 ― ― ― ― ―

⑥ 経常利益（※２） 万円

（※１）償却前利益＝経常利益＋減価償却費

（※２）経常利益＝漁労利益＋漁労外売上高－（漁労外売上原価＋漁労外販売費及び一般管理費）＋営業外収益－営業外費用

（※３）漁労外の事業利益がある場合、⑤の漁労外利益（その他の利益）に必ず記載すること。

＜注意事項＞

（１）②の漁労収入、③の漁労支出、④の漁労利益は、上記「漁業所得10％以上向上の例」の注意事項（減価償却費の取扱いは除く）の考え方を準用すること。 

◯設定した基準年の種類

基準年
５中３

直近５ヶ年の平均

直近３ヶ年の平均

直近年（前年）

その他

＜注意事項＞

（※その他の場合、基準年の設定方法や設定に至った理由を必ず記載すること。）

取組の目標（KPI）の基準年については、５中３（直近５ヶ年のうち、最大と最小を除いた３ヶ年平均）、直近５ヶ年の平均、直近３ヶ年の平均、直近年（前年）などの適切な根拠を持つものとする。

該当種類に✔クリック 備考

基準年

－

（１）①の漁業所得、④の漁労外事業所得の根拠は、原則として税務申告書、決算書とする。なお、①の漁業所得の万円未満の端数については、切り捨て処理すること。 

（２）②の漁労収入は、漁獲物・収獲物販売及び養殖生産の収入、他漁業への従事による給与等の収入とする。 

（３）③の漁労支出は、雇用賃金、漁船・漁具費、油費、えさ代、種苗代、修繕費、販売手数料、負債利子、漁業関係保険料（経費として支出しているもの）、租税公課諸負担、減価償却費などの経費とする。

（４）④の漁労外事業所得（その他の所得）は、兼営する水産加工業、遊漁船業、民宿及び農業等の事業によって得られた収入のほか、他会社等からの給与など、漁業経営以外の兼業・兼職に伴う収入と支出

　　の差とし、基準年のみ記載すること。※事業所得以外に雑収入（漁獲共済金や積立ぷらすや年金などの補填金）などは④に記載せず、備考欄に記載すること。				

（５）減価償却費は、「減価償却費の合計額－当該事業で導入する機器の減価償却費」の方法で算出し、③の「漁労支出」の「その他」欄に含めること。 

決算期:　　月

基準年の最終税務申告年度:R  　 年度
基準年

－

①漁業所得、向上割合、③漁労支出には計算式が入っていますので、直接入力はしないで
ください。小数点を切り捨てして110％以上になっているかを確認して下さい。通常、
Excelでの計算は四捨五入で表示するので110％と表示されていても、実際は110％未満
の場合があります

本事業で導入した機器の減価償却費は
支出に計上しないでください

基準年の数値は、税務申告に
基づいて策定してください

漁労外の事業所得のみ記載

法人の場合、決算書等に基づいて、経常利益と減価償却費を足した金額が「償却
前利益」となります。5年間の目標数値に入る予定の無い過去の特別利益は基準年
に含まず策定してください

基準年及び実績に関しては、会計検査もチェックします。青色申告書や決算書類等の税務申告書、基準年の根拠、
証憑となるデータに基づいて作成してください

雑収入や年金、保険収入等は④漁労外事業所得には記載せず、
備考欄に記載してください。
他漁船の乗組員給与所得等は②漁労収入に計上してください法人団体の決算期と基準年で策定した最終税務申告年度を記載してください

該当項目に 記載

記 入 例

事業実施者名記載

5年目までに向上割合110％以上の目標を策定


